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「経済協力の現状と問題点」通産省，1967年．
　すでに述べたごとく，国民所得の1パーセント目標の援助は1964年のジュネーブにおけ
る第1回UNCTADで121の参加国を集め決議されたもので，ついで65年のDACにお
1いて援助条件緩和の勧告が行なわれている。発展途上国側の援助拡大の強い要請にこたえ
るものであった。1967年10月アルジェにおける南側77ケ国グルーフ。が会議でi採択した「ア
，ルジェ憲章」では，1970年末までに先進国はその国民総生産の1パーセントを援助に振り
向けるべきことを主張している。
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　従来DAC諸国援助総額の半ば以上を引受けてきたアメリカが，　ドル危機に当面して援
助の効率化をとなえ，援助を削減しようとする時期にあたり，わが国に対する発展途上国
ことに東南アジア諸国の期待はそれだけに強いものがある。しかし日本としても主要先進
国に比し援助に対し多くの国内事情をかかえている。援助拡大が市場確保，原材料確保の
効果をもつとしても財政資金への強い圧迫がある。しかし：地理的にもわが国の東南アジア
経済開発の先進国的責任から，援助の漸進的拡大，援助条件の緩和について前向きで進ま
ざるをえず，その為の長期的観点からする方策をたてる必要があろう。
　今後，多角的な国際協力の拡大はわが国に求められる必然的傾向である。従来日本が行
なってきた世界銀行，第2世界銀行への出資，債権国会議への参加，国際分担金の拠出な
どの量的拡大が要請されよう。またアジア開発銀行への出資，その信託基金への拠出，タ
イ，ラオス，カンボジア，ベトナムの4ケ国にまたがるメコン川流域開発計画への参加な
ど国際協力への負荷も増大するのであろう。さらにこのような多角的な国際協力の多くが
無償の協力で財政面への負担は大きくなる。2国間援助における東南アジア諸国の要望も
強く，直接借款の供与対象国がアジア諸国を中心に拡大しており，援助内容も多様化し，
一般プロジェクトをはじめ農業協力，医療協力も行なわれている。さらに各地で建設中の
アジア・ハイウェー計画に対する援助，発展途上国の外貨危機や食糧危機に対する緊急援
助も行なわれてきた。援助条件自体も緩和の傾向にある。　（前掲論文，金融財政事情）わ
が国の東南アジア諸国への援助の方向が示されている。
　ところで1968年2月に始まったニューデリーにおけるUNCTADでは，援助も貿易も
と多くの問題をかかえて南北の代表が集まった。この会議において新しくクローズ・アッ
プされたことは，北側代表国の主張による自助の考え方であった。ここでは低開発国の傾
向であった放漫財政，経営未熟，非能率性などに対する批判がよせられた。戦後の東西先
進国間にみられたいわば底抜け援助に対する苦い経験が，援助国に対しても反省をもたら
したものである。ことにアメリカが従来の政府援助の形式から民間投資，民間企業の進出
に転換してきたのも，援助の効率性のほかに援助の負担からとかれたい意思がそこにある
と考えられよう。
　U：NCTADの勧告や決議には法的な拘束力はないが，発展途上国は援助の目標を国民
所得の1パーセントから国民総生産の1パーセントに引上げ，そのうち8割を政府援助に
求めようとするものであった。1パーセント援助の義務化には東西からの反対が強かった
が，決議案としての「国民総生産の1パーセント援助とする」ことを採択した。これは達
成期限を明示しなかったことや，各国の財政事情を考慮とすることを条件とすることで，
かなりその効力について疑問がもたれるものである。
　会議において共通した北側の態度は，U：NCTADを協議推進の場とみて国際協定を成
立させる場と考えないことであった。具体的問題については北側諸国にも対立があった。
ことに特恵問題については米仏の著しい対立を惹起した9一般特恵の一律実施を求めたア
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メリカに対し，フランスは農産加工品を例外品目にすることを主張した。北欧はアメリカ
を支持し，イタリアはフランスを支持したがイギリス，イギリス連邦諸国の態度は明確で
なかった。南側もアメリカを支持するラテンアメリカとフランスを支持する旧仏領アフリ
カとに対立した。一方ソ連は後進国開発援助や1次産品の買付けをインド，アラブ連合，
シリヤ，アルジェリアなど特定国にしぼったのも地中海からインド洋にかけての経済的進
出の意図がそこにみられる。
　低開発国からみても，南の中にも南北問題があって，工業化の梢々進展した国と原始的
農業国，換言すれば，開発先発国と後発国と発展段階に階層があり当面する問題を異にす
る。従ってアルジェ憲章にみられた77ケ国グループの統一的結束がどこまで北に対しつら
ぬかれるかは問題である。南北の格差の拡大化傾向の中で，南の申にもアジア，アフリカ，
中南米と地域別多極化への分化があって，第1回アジア，アフリカ会議とは異なった事態
におかれているといえよう。
　この会議では援助に対する積極的な前向き発言のなかったことで，わが国は多くの国か
ら攻撃され或いは失望された。逆にいえばそこに国際協力における日本の地位に対する大
きな期待があったといえる。南北問題の進展につれて，日本の立場がむしろ南北からのは
さみうちになるとすればそれは大勢に逆行することである。発展途上国の地域協力がすす
み，先進国の援助参加が行なわれる場合日本も国際協力の面で，ことに東南アジア諸国と
の政治的，経済的関係をより密接に進めてゆかぎるをえない。　「国民総生産の1パーセン
ト援助」が国際世論となって，わが国の経済援助政策をしばってゆくことを考慮に入れな
ければならない。
　ともかくもアジアの地域経済開発で課せられた日本の役割は大きくなっている。地域協
力を緊密に推進してゆく上で重要なことはアジア開発銀行の育成である。アジア開発銀行
は，アジア地域に開発資金を融資するのみでなく，独特の活動を通じて開発の為の機構と
して重要な機能をもつもので，地域経済協力のシンボルとしての開発銀行の発展強化をは
かることは，重要な地域構成国の一員として日本に課せられた責任でもある。さらに地域
協力に対する新計画としてエカフェでとりあげられたものにアジア支払決済同盟の構想が
ある。これに対しわが国がどのように対処するかも一つの課題である。
